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　日本看護協会は 5月 28 日、厚生
労働省の田村憲久大臣宛てに、令和
4年度予算・政策に関する要望書を
提出した。
　地域包括ケアが進み人々の療養の
場が広がる中で、地域における療養
支援や健康支援の機能強化が重要に
なっている。また、新型コロナウイ
ルス感染症が拡大・長期化しており、
これらに対応する看護職への支援も
急がれる。
　こうした状況に鑑み、本会は、令

令和4年度予算・政策に関する要望書
厚生労働大臣宛てに提出

和 4年度の予算案などの編成にあた
り①訪問看護提供体制の強化②看護
職員の確保・勤務環境改善に向けた
取組みの推進③看護職の確保・質向
上のための資格活用基盤の強化④
ナース・プラクティショナー制度の
創設に関する検討⑤コロナ禍におけ
る看護職員等の処遇改善―の 5点に
必要な予算が確保されるよう、強く
求めた。
　要望書の全文は、本会HP「要望
書・意見書」参照。

　2021 年春の叙勲・褒章（本
紙 5月号既報）について、矢野
正子様（福岡県）が瑞宝小綬章
を、近藤一夫様（北海道）が瑞
宝双光章（危険業務従事者）を
受章されましたことをご報告い
たします。

おめでとうございます
2021年 春の叙勲・褒章

母子支援における
保助連携

保健所が中心の「母子に係る会議」

広い海域に点在する 160 島からなる沖縄県
は、那覇市保健所圏域合わせて 6つの保健所所
轄圏域に分かれている。全国統計との比較から
も、周産期医療におけるハイリスク妊産婦の割
合は高く、母子支援のニーズは高い。離島を含
む県北部の 9市町村、約 10 万人を所管する北
部保健所の保健師、玉城浩江さん（沖縄県看護
協会保健師職能委員長）は、「小規模な圏域で
もあり、あらゆる関係者が知恵を出し合っての
母子支援が求められています」と、この圏域に
ついて話す。
こうした課題解決のため、北部保健所では、

月１回、保健師、助産師、小児科・産科医師な
ど所轄圏域の関係者による事例検討会を運営。
2000 年に、NICU の長期入院児の退院支援が
必要と、保健所、名護療育医療センター、周産
期医療機関が持った話し合いがきっかけだ。現
在では月例会議として定着、北部保健所では、
離島部を含めて30～40人の関係者が参加する。
あらかじめ参加者に事例を募り、「この母子に
どのような支援が必要か」を話し合っている。
さらに医療機関との情報共有を強化するた

め、沖縄県では、母子健康手帳交付時から医療
機関と共通の問診票を使用。助産師が、ハイリ
スク妊産婦支援を市町村保健師に依頼する。市
町村保健師等が自宅訪問し、助産師の訪問が必
要な場合は、連携して支援を届ける。「妊娠初
期から子育て期まで、医療機関とフォローし合
う仕組みができている」と玉城さんは話す。

クリニックによる 3市町村合同会議
沖縄県における保健師と助産師の連携の取

り組みはこれだけにとどまらない。県南部の
糸満市にある「かみや母と子のクリニック」で
は、2007年から市と年2回の合同会議を主催し、
同院の産科・小児科に通院する母子のうち、助
産師が支援の必要性を感じたケースについて、
行政保健師と情報共有し支援内容を検討する場
を提供している。2018 年には近隣の豊見城市
と八重瀬町も加わり、現在の 3市町村合同会議
となった。
同クリニックの大城洋子看護師長（助産師）

は、「子育て期に問題が見られるケースは、妊
娠期からサインがあることも多い。合同会議で
情報共有できるようになり、虐待などの深刻な
ケースにも、より早く確実な支援を届けられる
ようになった」と話す。
昨年まで県南部の保健所に勤務していた玉

城さんも、「14 回の妊婦健康診査や乳幼児健康
診査で、母子と頻回に顔を合わせる助産師さん
の情報はとても重要。この 4、5 年で『ここは
助産師さんの出番』とお願いすることが増えた」
と話し、保健師と助産師が互いを信頼し合い、
役割分担しての母子支援が行われている。

現場の保健師と助産師の連携を促進するた
め、沖縄県看護協会は、2011 年から「地域母
子保健シンポジウム」を主催している。県の行
政担当者から母子保健制度の変更点や指針等に
ついて説明してもらい、パネリストの保健師、
助産師と意見交換・事例共有することで、相互
理解を深めてもらう取り組みだ。沖縄県看護協
会助産師職能委員長の當山国江さんは「毎年
40 ～ 80 人が参加し、顔の見える関係づくりに
とって大切な場となっている。職能を超えた話
し合いが積極的に行われ、早期支援・介入に役
立っている」と話す。今後はメンタルヘルスケ
ア強化のため、精神科医・臨床心理士などのさ
まざまな専門職にも参加してもらい、連携の輪
をさらに広げていきたいと語る。
これまで保健師、助産師が培ってきたつな

がりは、母子が安心して暮らすための地域医療
の推進に向けて実を結びつつある。
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　医療機関・介護保険施設などで、直近 3年以内に看護業務の効率化
において優れた成果・効果を挙げている取り組みや、それにより医療・
看護サービスの充実を実現した取り組みを募集します。
　本事業は、厚生労働省の補助金事業として日本看護協会が実施する
ものです。看護職がより専門性を発揮できる働き方を推進し、看護サー
ビスの質の向上を図るため、多くの皆さまのご応募をお待ちしていま
す。
【募 集 内 容】医療安全が損なわれていない、かつ先進的・先駆的で
　　　　　　　　あることを前提に、①業務改善部門②タスクシフト
　　　　　　　　・多職種連携部門③AI・ICT等の技術の活用部門④
　　　　　　　　その他の工夫部門の4部門の取り組みを募集します。
【募 集 締 切】７月 31 日（土）※当日消印有効
【選考結果通知】10月中旬
【表 彰 式】12月にオンラインで実施予定
【応募方法・詳細】 本会 HP ＞看護業務の効率化・生産性

向上のための支援＞看護業務効率化先
進事例収集・周知事業アワード＞ 2021
年度事業

【事務局・問合せ先】労働政策部 看護労働課　☎ 03-5778-8553
　　　　　　　　Ｅメール：kangorodo@nurse.or.jp

看護業務の効率化先進事例アワード2021
看護業務の効率化に関する先駆的な取り組みを募集

新たな認定看護師への
移行手続きを開始

　日本看護協会は、特定行為研修を
修了した認定看護師の移行手続きを
受け付け、新たな認定看護師（以下、
特定認定看護師）として登録しまし
た。認定看護師が特定行為研修を修
了することで、臨床推論力・病態判

断力が強化され、より実践力が高ま
ることが期待されます。
　移行手続き者数は 922 人で、全
分野で特定認定看護師が誕生しま
した。6月 3 日より１カ月間、本会
HP「新たな認定看護師への移行」（右

記二次元コード）で氏名を公表して
います。移行手続きは年 2回（次回
は 10 月上旬）の予定です。特定行
為研修を修了し移行手続
きがまだの方は、申請を
ご検討ください。

職能を越え積極的な意見交換の場となった
「地域母子保健シンポジウム」


